






An Approach of Welfare Information and Quality of Care Service
Takao SAWAMURA
Abstract
　The Japanese population continues to age rapidly. It is predicted that by 2025, the population of elderly people 
aged 65, or over in the total Japanese people will rise to 30% over. It is necessary to support elderly person, a 
person that is in a condition of need for care, by a care service. The care service is by the care staff with the 
specialized technique, qualification and hospitality. It is to offer a care service of the high quality to the elderly 
person   
　This is to study about the following points:
　（1）Welfare information and choice of care service
　（2）Quantity and quality criteria of the care service
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事業開始年月 日 年 月 日
経営規模（資本金等） 経営の安定性のチェック
事 業 年 数 介護事業の経験度とスキルの蓄積
経営・財政状態
（利益率等）
（かなり良い） （良い） （普通） （少し悪い） （悪い）
（経営効率性の低下が介護サービスの質の低下の誘因）
総 職 員 数 ガバナンスと情報の共有が介護サービスの質の向上に繋がる
利 用 者 数 利用者数の増加は顧客満足度が高い（介護サービスの質が高い）
訪 問 介 護 員 数 常 勤（常勤職員が少ない） 非常勤（非常勤職員が多い）
固定的 流動的
職員の責任度が常勤職員に集中過多、介護サービスの逓減





訪問介護事業の従事年数 常勤（人数・ 多い） 非常勤（人数 ・少ない） 常勤・非常勤の比率
1 年未満 人 人 ％
1 年 ～ 3 年未満 人 人 ％
3 年 ～ 5 年未満 人 人 ％
経験年数が介護の熟練度
訪問介護員の資格 介護福祉士 訪問介護員 1 級 訪問介護員 2 級
専門能力度（介護サービスの質の向上の貢献度）
管 理 者 の 資 格 介護福祉士 訪問介護員
事業所ごとに常勤の職員を配置
訪 問 介 護 員 を利用 で き る
曜日・時間帯
平 日 土・日 祝 日
早 朝 午前 9 時～午後 5 時 夜 間 深 夜
要 介 護 度 要支援 １・2 要介護 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５
介護保険サービス
（サービス利用時間）
身体介護（自己負担 1 割） 生活支援 （自己負担 1 割）
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居 室 原則：個 室 一般個室、：２・４人部屋 介護個室 ： ２・４人部屋
面 積 一部屋の床面積 1.8 ㎡以上、一人当たりの㎡床面積 1.3 ㎡以上
入退所者の特徴と人数 特徴：①性別 ②年齢構成 ③入所者数 ④要介護度 退所者数 人
人 員 基 準
（３：１基準）
3 人の要介護者に対し 1 人以上の介護又は看護職員の配置が義務付けられている
特定施設では、入居者 3 名（要介護２・要支援２の高齢者）に対して 1 名を配置
要介護者 10 名に対して介護・看護職員 1 名が最低基準
総職員の構成 施設長、事務員 生活相談員、看護職員（看護師又は准看護師）、機能訓練指導員
理学療養士、栄養士、介護支援専門職員（介護計画作成担当者）、
介護職員の従事年数 常勤 人 非常勤 人
介護職員等の資格 介護福祉士等 看護職員 理学療養士 作業療養士 栄養士 カウンセラー等
介護離職者数 常勤 人 非常勤 人




















































































































































































































































サーブスの種類 要介護度 日常生活の状況 月額利用限度額
介護予防支援 要支援１ 身の回りの世話に一部介助が必要となる場合 5,030単位
要支援２ 立ち上がりや歩行等がやや不安定である場合 10,473単位
介護サービス 要介護１ 立ち上がりや歩行などがやや不安定（入浴など一部介助を要す） 16,692単位
要介護２ 立ち上がりや歩行などが自力では困難となる場合（排泄・
入浴・衣類の着脱の介助が必要となる場合）
19,616単位
要介護３ 立ち上がりや歩行などが自力ではできない（泄・入浴・衣
類の着脱等、全体的な介助が必要となる場合）
26,931単位
要介護４ 排泄・入浴・衣類の着脱などの日常生活に全面的な介助が
必要となる場合
30,806単位
要介護５ 日常生活全般に全面的な介助が必要となる場合（寝たきり状態） 36,065単位
－ 17 －
福祉情報と介護サービスの選択に関する一考察　澤村
　　＊介護保険で対象となる病気（特定疾病）は16種類が
指定されている（ただし、交通事故など特別疾病以外
が原因で介護が必要になった場合は、介護保険対象外
となっている。）。
　　②要支援・要介護の認定者数は、介護保険制度が導入
された2000（平成12）年４月以降常に増加傾向にあり、
それとともに介護保険の歳出額も増加している
　　（厚生労働省：2016（平成28）年版厚生労働白書、介護
保険制度の実施状況詳細データ②要介護（要支援）認
定者数の推移、④介護給付費の推移）。
（12）①厚生労働省「2017（平成29）年度・介護サービス施設・
事業所調査」調査の概要・「開設（経営）主体別施設・
事業所数の構成割合」参照。
　　②介護保険が適用されない介護保険外事業者（自治体
が一定基準を満たした事業者をサービス事業者として
認定）には、配食事業者、タクシー事業者、訪問理容
など在宅給付を行う事業者が該当する（自治体によっ
てサービス内容が異なる）。
（13）高齢者の「介護と住まい」については、高齢者自身の
家族環境、健康状態、生活支援・身体介護の有無、資金
の状況等を勘案しながら将来の生活スタイルの選択が必
要になる。
　「施設と在宅どちらを選ぶ？・フローチャートでわかる
サービスと施設」「家族の介護」『前掲書（家族の介護）』
ダイヤモンド社、2017（平成29）年８月12・19日、p42
～ 45。
（14）福祉サービス第三者評価は、「利用者のサービスの選
択」、「事業の透明性の確保」のための情報提供と「サー
ビスの質の向上」にある。
　＊東京都福祉サービス第三者評価東京都福祉保健局東
京都福祉サービス第三者評価を参照（http://www.
fukushihoken.metro.tokyo.jp/kiban/service/index.
html）。
（15）①社福法第44条の第２項では、社会福祉法人は、・・・
事業報告書、財産目録、貸借対照表、及び収支計算書
を作成しなければならないと規定され、また第４項で
は第２項で作成した書類を・・・閲覧に供しなければ
ならないと規定している。社会福祉法人会計基準第３
条では会計帳簿の作成を、第７条では計算書類の作成
を義務付けている。
　　②営利法人である株式会社等では、会社法第432条では
会計帳簿の作成・保存について、第435条では計算書類
等の作成・保存について規定している。
　　③「介護事業所の倒産等」『前掲書（家族の介護）』ダ
イヤモンド社、2017（平成29）年８月12・19日、p66
～ 70。
　　④株式会社東京商工リサーチ「老人福祉・介護事業（倒
産件数108件、2000（平成12）年以降の調査開始以来最
多を記録）」の倒産状況（2016（平成28）年１月～ 12月）、
2017（平成29）年１月11日。
（16）①「年収600万円未満では年金・恩給が収入の大半」『週
刊ダイヤモンド（老後リスクのリアル）』ダイヤモンド
社、2015（平成27）年12月19日、P43。
　　②「高齢者の経済状況」2016（平成28）年版『高齢社
会白書（概要版）（内閣府）』
　　「世帯主が65歳以上の世帯では、貯蓄は全世帯平均の
約1.4倍で貯蓄の主な目的は病気や介護への備え」が
62.3％で最も多い（65歳以上の世帯の平均貯蓄額は2,499
万円である）。
（17）＜「混合介護」を大きく育てよ＞、日本経済新聞・朝
刊、2016（平成28）年9月６日、「混合介護が利用しやす
くなれば、事業者は多様な保険サービスを提供し、収益
を増やしやすくなる」。
（18）「人生100年時代構想で想定される教育の拡充策」「人
生100年時代の生き方の提案：人生100年時代構想会議発
足（Lynda Gratton）」日本経済新聞、2017（平成29）年
９月19日。
（19）厚生労働省『統計情報・白書』「2015（平成27）年介護サー
ビス施設・事業所調査の概況、開設（経営）主体別事業
所数の構成割合」。
　①居宅サービス事業所：
　訪問系・営利法人64.8％（約過半数）、通所系・営利法人
59.3％
　短期入所生活介護・社会副署法人82.5％
　②介護保険施設：
　介護老人福祉施設・社会福祉法人94，　介護老人保健施設・
千葉経済大学短期大学部研究紀要　第 14 号
－ 18 －
医療法人74,3％
　介護療養型医療施設・医療法人83.2％
　③地域密着型サービス事業所・営利法人で80％以上
（20） 『2016（平成）年版・厚生労働白書』「高齢者向け住まい・
施設の件数」
　　①介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、有料老人
ホーム、サービス付き高齢者住宅向けの施設について
は、常に増加傾向となっている（サービス付き高齢者
住宅については『全国5336施設を独占調査高齢者ホー
ム2017（平成29）年』朝日新聞出版を参照）。
　　②「サービス付き高齢者住宅」は、高齢者の居住の安
定を確保するため介護と医療の両面から支援すること
を目的として創設した制度（国土交通省・厚生労働省
の共管として都道府県知事に登録）であり、入居者は
「住宅部分については賃貸借契約」、「生活支援について
はサービス契約」、をそれぞれ別途に契約して利用する。
いわゆる「サ高住」は、2011（平成23）年10月から始まっ
ており、2016（平成28）年8月現在、全国で6,294棟、20
万5,355戸に上っている。「サ高住」の中で、「特定施設
入居者生活介護（特定施設）」に指定されている場合に
は介護付き有料老人ホームと同様、介護保険サービス
を受けることができる。
　　③みんなの介護https://www.minnanokaigo.com/
guide/type/、2017（平成29）年7月13日更新）
　　老人福祉法の改正により2006（平成18）年4月から、有
料老人ホームの対象が拡大された。従来「10人以上の
高齢者を入居させていること」という人数要件が撤廃
された（1人からでも対象とされた）。また「サービス
要件」については、「食事の提供」に「介護の提供」、「洗
濯・掃除等」、「健康管理」が新たに追加され、サービ
ス内容が拡大された。
（21）介護療養型医療施設（2024（平成36）年３月までに廃
止予定：）
　　要介護の高齢者が長期療養を必要とする場合に利用さ
れる施設で医療と介護（リハビリ）が同時に利用するこ
とができる。しかし、医療と介護の区別が困難、そして
医療を必要としない高齢者の利用が病院に入院を継続す
る傾向がみられるため、この施設は2024（平成36）年３
月をもって廃止し、新たに「介護医療院」に名称変更す
る予定となっている。
（22）「施設の特徴を比べてみよう」『前掲書（家族の介護）』
ダイヤモンド社、2017（平成29）年８月12・19日、p44
～ 45。
（23）「サービス付き高齢者住宅」は、高齢者の居住の安定
を確保するため介護と医療の両面から支援することを目
的として創設した制度（国土交通省・厚生労働省の共管
として都道府県知事に登録）であり、入居者は「住宅部
分については賃貸借契約」、「生活支援についてはサービ
ス契約」、をそれぞれ別途に契約して利用する。いわゆる
「サ高住」は、2011（平成23）年10月から始まっており、
2016（平成28）年８月現在、全国で6,294棟、20万5,355戸
に上っている。「サ高住」の中で、「特定施設入居者生活
介護（特定施設）」に指定されている場合には介護付き有
料老人ホームと同様、介護保険サービスを受けることが
できる。
（24）「施設の特徴を比べてみよう」『前掲書（家族の介護）』
ダイヤモンド社、2017（平成29）年８月12・19日、p44
～ 45。
（25）①五十嵐さち子稿「有料老人ホームの選び方（足立区
消費者センター）」公益社団法人全国有料老人ホーム協
会、2017（平成29）年11月16日。
　　②稲田純一稿「最近の高齢者住宅事情・配布用（足立
区消費者センター）」公益社団法人全国有料老人ホーム
協会、2017（平成29）年11月28日。
（26）①（社保審・介護給付費分科会第123回、2015（平成
27）年6月25日資料６・参考10）。
　　②砂上の安心網・未来との摩擦②「障壁（介護ロボ普及）・
変わらぬ予算・人員基準」日本経済新聞朝刊、2017（平
成29）年10月13日。
（27）①東京商工リサーチ「2016（平成28）年（１－12月）」
によれば、2016（平成28）年の「老人・介護事業」の
倒産件数は108件：通所・短期入所介護事業者38件、訪
問介護事業者48件、有料老人ホーム11件、2011年以降
増加傾向にある。特に小規模介護事業者が介護報酬減
額改定の影響に対応しきれなかった。
　　②「2015年の報酬激減で倒産ラッシュ」『前掲書（家族
－ 19 －
福祉情報と介護サービスの選択に関する一考察　澤村
の介護）』ダイヤモンド社、2017（平成29）年８月12・
19日、p67 。
（28）介護「利益率が急減」朝日新聞2017（平成29）年10月27日。
　「業界再編が加速」『前掲書（家族の介護）』ダイヤモンド
社、2017（平成29）年８月12・19日、p70。
（29）「介護保険サービスの質の評価」に関する調査研究委
員会の検討状況について、社団法人シルバーサービス振
興会、2004（平成16）年２月。
（30）「これまでの介護保険制度の改正の経緯と平成27年度
介護保険法改正の概要について」独立行政法人福祉医療
機構（WAMUNET）参照
　http://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/
appContents/kaigo-seido-0904.html
（31）「介護サービスの質の評価・自立支援に向けた事業者
へのインセンティブ（参考資料）」社保審―介護給付費分
化会第145回、2017（平成29）年８月23日。
（32）①白井志津子稿「介護職におけるホスピタリティの
重要性に関する検討」広島大学マネジメント研究17号
2016,03,25。
　　②高橋惠子・堀内泉・田島栄文・峰元佳世子稿「高齢
者施設におけるホスピタリティの調査」甲子園短期大
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